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月 22 日） 
②文部科学省通知「問題行動をおこす児童生徒に対する
指導について」（2007 年 2 月 5 日） 
③文部科学省通知「体罰の禁止及び児童生徒理解に基づ
く指導の徹底について」（2013 年 3 月 13 日および，そ
れをうけた「運動部活動の在り方に関する調査研究報


































事例（神戸地裁姫路支部，平成 12 年 1 月 31 日）9など多
数が存在する。 






























戸地裁平成 9 年 5 月 26 日）がある。 
 近年の最高裁の判断として注目を集めた事例である
が，「天草市公立小学校『体罰』事件」（最高裁，平成 19














































処分としては，以下のものがあげられる。1 注意 2 戒告 
3 責任感の観察措置 4 教室からの排除（8 日以内）     








































































































































8 月 9 日に発表した調査結果によると，2012 年度に中学
校において体罰の 38.3％，高校においては 41.7％が「部
活動」中に行われたと発表されている35。アメリカの中































【資料２】 テネシー州，ジャック・マディソン学区 North 
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